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1999 年の中小企業基本法の改正により、多様で活力ある中小企業こそが我が国経済の発

展と活力の源泉であるとされ、中小企業に対する政策目標は中小企業の自助努力を正面か

ら支援すること転換された。しかし、多くの中小企業が世代交代時期を迎える中、1999 年

から 2014 年の 15 年間で中小企業者の数は約 150 万社減少しており、小規模企業では事業

を承継した後継経営者の 9 割近くが経営革新に取り組んでいるとされている。事業承継と

経営革新の問題は、中小企業の重要性の高まりと事業者数の減少という矛盾する現状によ

って、近年瞬く間に人口に膾炙する状況になっている。 

同族企業が多い中小企業では、事業承継は現経営者の子息によって行われることが多く、

そうした後継経営者の中には、先代からの要請を受けて経営革新を目的に事業承継をする

者もいる。しかし、経営経験もなく、組織の新参者であり、事業の経験も知識も先に入社

した古参従業員に劣る後継経営者が、古参従業員から認められ、経営者としての手腕を発

揮するのは容易ではない。しかも、後継経営者による経営革新には組織変革が伴う場合が

多いとされている。 

本稿の目的は、中小企業における事業承継を契機とした経営革新を、これまでの経営学

や中小企業論で蓄積されてきた知見を踏まえつつ、理論的な分析を試みることである。具

体的には、経営革新前後で新旧経営者の相互関係はどのように変遷するのか、中小企業の

持つ特徴が組織変革にいかなる影響を与え、そのプロセスはどのようにして進展するのか、

また、そのプロセスは大企業を対象とするこれまでの組織変革の議論によって説明可能な

のか、といった課題を経営学的な理論フレームによって説明する。 

まず、事例の分析フレームワークとリサーチ・クエスチョンを得るために、中小企業の

特徴、組織変革プロセス及び変革者のリーダーシップ、並びに神谷（2018a）に基づいて中

小企業の事業承継と経営革新における議論をレビューした。その結果、事例を分析するフ

レームワークは、中小企業研究において主要な研究テーマとなって来た「先代の役割」、「後

継経営者の能力形成プロセス」、「世代間の関係性」、「資源的な制約」、「組織のマネジメン

ト」という 5 つテーマ（以下、中小企業特有の課題）と、組織変革プロセスを「解凍、移

行、再凍結」という 3 つの段階で説明する Lewin（1947）のモデルの 2 軸で構成するもの

とした。また、リサーチ・クエスチョンは、レビューから「中小企業特有の課題は組織変

革プロセスにどのような影響を与えるのか」、「後継経営者はどのようにしてリーダーシッ

プを発揮するのか」、「新旧経営者の相互関係はどのように変遷するのか」という 3 問を設

定した。 
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調査から得られた発見事項は、先代の役割の多面性と影響力の強さ、後継経営者の状況

的学習の必要性、組織内コンフリクトの解消の難しさ、既存資源による成功の蓄積と外部

情報の重要性であり、さらに、分析フレームにあてはめ、組織変革プロセスにおける中小

企業特有の課題の影響を整理した。その結果、中小企業特有の課題は、組織変革プロセス

に主要な以下の 5 つの影響を与えることが判った。第一に、先代の役割の変遷が変革プロ

セスの各段階の移行に影響を与えることである。第二に、後継経営者は状況的学習から必

要な知識や能力を得なければならず、後継経営者の学習の進展は変革プロセスの進度に影

響を与えるということである。第三に、後継経営者のリーダーシップは、経営革新の進展

と先代の在籍の有無によって変化するということである。第四に、変革プロセスは、スラ

ックを生み出しながら進展することである。最後に、後継経営者は、変革に伴う古参従業

員とのコンフリクトを容易に解消できず、変革プロセスの進行の阻害要因となるというこ

とである。 

次に、発見事実を神谷（2018b）と比較しながら、3 つのリサーチ・クエスチョンを考察

した。最初の考察は、中小企業特有の 5 つの課題が組織変革プロセスに与える影響につい

てである。第一に、先代の役割が示す後継経営者との相互関係の変遷は、組織変革プロセ

スの段階と表裏一体をなし、先代は後継経営者に対する役割を変えることで、組織変革の

進捗を調整しているといえる。第二に、後継経営者の状況的学習は、変革プロセスの各段

階で途切れることなく続き、こうした学習方法による能力形成は、一方で組織変革を遅ら

せる可能性があるが、他方では変革を着実に進ませる要因となり得る。第三に後継経営者

のリーダーシップは、経営革新の進展と先代の在籍の有無によって民主型から強制型に変

化しており、後継経営者のリーダーシップの発露は、まさに先代に依存している。第四の

スラックを蓄積しながら進行する組織変革は、断続的均衡モデルで主張された経営者のト

ップダウンによる計画的なものではなく、資源的な制約によって外部情報や外部資源に依

存しながら実現される。最後に、後継経営者が組織内のコンフリクトを解消できないこと

は、後継経営者が変革者としてのリーダーシップを発揮することを妨げ、変革プロセスの

進展を遅らせる大きな要因とともに、一部の従業員の退社を促してしまう。これまでの考

察から、事例における組織変革プロセスの進展要因をまとめてみると、先代の役割の変遷、

後継経営者の状況的学習の進捗状況、具体的な革新の成功、古参従業員とのコンフリクト

の解消といった要因が挙げられる。 

第二の考察は、後継経営者はどのようにしてリーダーシップを発揮するのかというもの
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である。後継経営者は、入社当初からリーダーシップを発揮することはできなかった。中

小企業の経営者のリーダーシップという能力は、組織内の具体的な実務や経験を通して、

開発され、醸成されていくものであり、経営での実績を伴わなければリーダーシップは発

揮できない。また、後継経営者が入社した時点で先代が在職していたことも、大きな制約

になっていた。後継経営者が最初に発揮するリーダーシップは、従業員との協調や協働を

重視する民主型リーダーシップであり、先代の死去後に強制型リーダーシップに変わって

いった。それはかつて先代が発揮していたものであり、組織が永く共有してきた旧いパラ

ダイムを変更するために必要なものである。 

最後の考察は、新旧経営者の相互関係はどのように変遷するのかである。後継経営者か

ら見た先代の役割は、組織変革プロセスの解凍段階の「変革の宣言者・育成者」から、移

行段階の「革新案の反対者・影の支援者」に、最終的には再凍結段階の「後見者」へと変

遷していた。特筆すべきは、先代の反対者の役割であり、先代の反対は組織的な発見・創

造の機会を与え、後継経営者を取り巻く推進派の凝集性を高めると共に、革新の進度を調

整して、その成功率を高めるのである。先代が革新案に反対する理由をまとめてみると、

①これまでの競争優位や成功体験による「ロック・イン効果」、②組織全体で共有する「強

固なパラダイム」、③ファミリービジネスとしての企業や事業の出自、伝統といった「長期

的コミットメント」、④先代の年齢から生じる不確実性排除のための「短期偏重」といった

4 つの理由を挙げることが出来る。 

本稿の理論的含意としては、第一に、組織の慣性が強く、経営革新を必要とするような

企業であっても、資源的な制約や後継経営者がリーダーシップを発揮できない場合には、

急進的な変革ではなく漸進的な変革から始まり得ることを示した点である。第二に、これ

まで多面的、統合的に議論されて来なかった中小企業の事業承継を契機とした経営革新を、

中小企業の特有の課題と組織変革という視点から多層的に分析し、小規模組織ながら組織

変革メカニズムの要因を示すことが出来たことが挙げられる。第三の含意は、加護野（1991）

が主張した企業革新における第 4 のモデル－反対者の存在－について、具体的な事例によ

ってその役割を検証できたことである。第四に、中小企業における組織変革を説明する理

論フレームとして、Lave & Wenger（1991）による LPP 論を示すことが出来たこと、及びそ

の LPP 論の拡張を図るための具体的な事例を提示出来たことである。最後に言えるのは、

金井（2004）が主張した組織の中で人が経験するエモーションという変革型リーダーシッ
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プに関する議論の欠落という点に関して、組織変革の渦中にある人々が経験する様々な感

情を具体的に描くことが出来たことである。 

最後に、実践的含意とそこから得られる今後の研究テーマについて述べる。実践的含意

としては、第一に経営革新における先代の役割の重要性である。今後の研究においては、

先代の早期退出支援や、専門的知識を持つ同族外の後継経営者の採用といった点について

も議論される必要がある。第二に、後継経営者の状況的学習の必要性である。後継経営者

の学習期間を短縮するための標準化や形式知化、学習の複線化を可能にする後継経営者の

企業内の布置の在り方が研究されるべきであろう。第三の含意は、経営革新による組織の

脆弱化である。後継経営者の経営革新組織の運営方法や、古参従業員の処遇などの研究が

進むべきであると思われる。最後に述べるのは、後継経営者による急進的な革新や変革の

困難さである。後継経営者による分社や第 2 創業への支援策も、さらに研究されるべきで

ある。 
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神谷宜泰氏の課程博士学位請求論文は、中小企業における事業継承 と経営革新
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で、それ を実現 す るためには、④先 代 と後継者 には アン ビバ レン トな行動 が求 め

お よ び そ の られ る とい うことを仮説 的に示 してい る とい う点において、きわめてユニー クか

つ理論的 、実践 的に も貢献度 の高 いもの となってい る。

担 当 者 氏 名 神谷宜泰氏の課程博士学位請求論文は、レフェリー制度のある学術誌に掲載さ

れた論文を含む、当該分野の発展に寄与 しうる独 自の研究成果であ り、博士(経

営学)の 学位 に相 当す る論文で あると評価で きる。
,一

論文審査担当者

河 合 篤 男

主査　 出口 将 人　副 査　

余 合 淳

河 合 篤男
最終試験担当者

主査　 出 口 将 人　 副査
氏 名 濯臨

余 合 淳

学位論 文審査 く6γ

名 称　 審 査 委 員 会
機 関 の 名 称

組 織　 論 文審査委員3人(主 査1人 、副査2人)
お よ び 組 織

名 称　 経済学研究科教授会
判 定 の 方 法

判定の方法　 研究科教授会での無記名投票による

(名古屋市立大学大学院経済学研究科)



受付番号甲第66号

論文審査の結果の要旨及び担当者

報 告 番 号 甲第

66

号 ※ 氏 名 神谷 宜泰

最 終 試 験 担 当 者

主査 出 口 将 人

副査 河 合 篤 男

、,

余 合 淳
、

論文題名

事業継承を契機 とした経営革新の理論的分析

一中小企業特有の課題 と組織変革プロセスの視点から一

(論文審査の結果の要旨)

神谷宜泰氏の課程博士学位請求論文は、中小企業における事業継承 と経営革新 というきわめて今 日

的かつ重要な問題について、組織変革や リーダーシップにかんす る先行研究や中小企業論で蓄積 され

た知見をふまえつつ、中小企業特有の課題、新旧経営者の関係やそれぞれの役割 という観点か ら、成
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Iは じめに
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III事例
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Vお わ りに
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本研 究には、 レフェ リー制度 のあ る学術誌 に掲載 された以下の査読付 きの論考 が含 まれてい る。

神谷宜泰(2018)「 新参者 に よる技術導入 とその課題― 中小製造業 における後継経営者 主導

の技術革新― 」『企業家研 究』第15号,1-23頁.(II・III)

神谷宜泰(2018)「 中小企業 後継経営者 の承継 と革新 に関す る理論 的研 究」『オイ コノ ミカ』

第55巻 第1号,15-37頁.(II・III)

本論文の要 旨は以下の とお りであ る。

本論文の 目的は、 中小企業 にお ける事業継承 を契機 とした経営革新 について、 これ までの経営学や

中小企業論で蓄積 されて きた知見 をふ まえつつ 、理論的 に分析す る ことで ある。 よ り具体的には、経

営革新の前後で、 新 旧経営者の 関係 は どのよ うに変化す るのか、 中小 企業の特徴が組織変革に どのよ

うに影響す るのか、そのプ ロセ スが どの ように変化す るのかを、組織 変革 にっ いて の理論的 フレー ム

ワー クを援用 して説 明す るこ とである とされ る。本論文 では、 事例 分析 の方法 によって、 この課題 に

アプローチ されてい る。
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「1は じめに」 では1本 論 文の背 景 と して、中小企業 を取 りまく環境が大 き く変化 す るなかで、

事業継承 と経営革新が 中小企業 に とってきわめて重要 な課題 になってい ること、とくに同族経 営の中

小企業では、それへ の対応 が困難で あるこ とが指摘 され る。そ の うえで、そ うした重要性や難 しさに

もかかわ らず、事業継 承は も とよ り、さらにそれ を経 営革新 と関連 づけた研 究は わずかであ り、また、

そ うした研 究 も事例の紹介 に とどまってお り、理論 的な説 明がな された ものでは ない とし、それ をお

こな うこ とが本 論文の 目的で ある とされる。

「II先 行研究の レビュー 」では、主に中小企業論 の枠組み のなかでな され て きた中小企業経営 の

特徴 と後継経営者 に よるr営 革新 にかんす る議論、よ り大 きな経営学 の枠組 みのなかでな され てきた

組 織変 革お よび変革者 の リー ダー シ ップの議論、そ して 中小企 業の事 業継承 と経営革新 につ いての議

論 についての レビューに も とついて、本論文 のテーマ にたいす る理論的 フ レー ム ワー ク とリサーチ ・

クエスチ ョンが導 出 され る。 具体 的には、まず 中小企業の定義 を確認 したあ と、先行研 究か ら、その

経 営における特徴 として、ほぼすべ てが同族企業 であるこ と、所有経 営者 による経営、経営者能力の

偏 り、親族 内で後継 人材 が望 まれ るこ とが多い こと(小 林,1996;川 上2014;中 小企業研究セ ンター,

2002;植 杉,2013)、 そ して、そのた めに経営革新 をお こなお うとす る後継経営者 には、 「資産」、 「経

営 」、「知的資産」 の3つ の側 面の継 承 と革新が同時に要 求 され る と指摘 され る(神 谷2018b） 。 さら

に組織 の特徴 として 、経営 自身が管理 ・執行機能 だけではな く、現場で の実務 をこな してい ること、

組織構造が未成熟 な、人的能力 に依存す る属人的 な組織 であ るこ と(中 小企 業研 究所,1990)、 実践共

同体 をつ うじての学習が 中心 であ るこ と(小 関,1999;神 谷,2018a)、 その ため、後継経営者に よる技

術導入 にあた っては、 先代 主導のそれ とは異 なる3つ の変化(学 習 の複線化、 古参者 のアイデ ンテ ィ

テ ィの対抗、 目指す べき十 全者像の喪失)が もた らされ る。 この よ うな変 化のために、後継者 に よる

事業革新 においては、 コンフ リク ト ・マネ ジメン ト、組織の維持 のために、先代 と後継者、 古参従業

員 と後継経営者 の人間関係 が重要 にな ると指摘 され る(神 谷,2018a)。 組 織変革 や変 革のリ 一 ダー シ

ップの議論 か らは、変革 のフェイズについては さま ざまなプ ロセス ・モデル が提示 されてい るが、 そ

れ らにおいては、さまざまな阻害要 因についての議論 が不足 してい るこ と、 とくに中小企業では、組

織 変革の研 究の多 くが対象 と してい る大企業 とは異な る阻害要 因が考 え られ ると して、中小企業の経

営革新の分析 にあたっては、それ らを対象 とす ることの必要性 が主張 され る(大 月,2005;松田,2012;

清水;2010)。 さ らに これ らをふ まえつつ 、中小企業の事業継 承 と経営革新 につ いての議論か ら、これ

を分析す るための視 点 と して、(1)先 代 の役割 、(2)後 継 経営者 の能力形成 プ ロセ ス、(3)世 代

間の関係性 、(4)資 源的 な制約、(5)組 織 のマネ ジメン トの5つ が導 出 され(神 谷,2018a)、 これ

らとオー ソ ドックスな組織 変革 の解 凍― 移行― 再凍結 の三段 階モデル(Lewin,1947)を 組 みあわせ

た分析 のフ レー ムワーク とともに、以下の3つ のRQが 提示 され る。(1)中 小企業 特有 の課題 は組

織 変革 に どの よ うな影響 を与 えるのか。(2)後 継経営者 は どのよ うに して リーダー シ ップを発 揮す

るのか。(3)新 旧経 営者 の相互 関係 は どの ように変遷す るのか。

「III事 例」 では 、上記 のRQに ついて分析 、考察す るための題材 と して、後継 経営者(三 代 目〉

が事業継 承を貴 に経営革新 をお こない、缶詰 中心の業態か ら 「チ ャオ」の ブラン ドで知 られ るネ コ用

ペ ッ トフー ドの トップ企業 に成長 させ 、承継時(1995年)に70億 円程度で あった年商 を300億 円以

上(2016年)に 増加 させ た 「いなば食品」の事例 が記述 され る。 ケースの記述 は、主に後継経営者

お よび古参従 業員 へ のイ ンタ ビュー か らえ られ た情報 と公表資料 お よび社 内資料を もとに、中小企業



特有の課題へ の対応1組 織変革 の3つ の フェイズの二つ の軸 に、上述 の5つ の視点 か らなされ ている。

「IV発 見事 実 と含意」 では、事例 か らえ られた発見事実 とそ の含意 が述べ られ る。

まず調 査か らえられ た発 見事 実 とそれ につ いての考察お よび含意 は以下の とお りである。(1)先

代 の役割 の変化 とそ こか ら生 じる後継経営者 との相互関係 の変遷 は組織変革 プ ロセスの段階 と表裏

一体 をな し、先代 は後継経営者 にたいす る役割 を変 えるこ とで組織変革 の進 捗を調整 していた。後継

経営者か らみた先代 の役割 は、組織変革プ ロセ スの解 凍段 階の 「変革の宣言者 ・育成者」か ら、移 行

段階の 「革新案 の反対者 ・影 の支援者 」に、最 終的 には再凍結段 階の 「後 見者」 へ と変遷 してい る。

先代の反対者 の役割 は組織 的な発見 ・創 造の機会 を与 え、後継経 営者 を取 りまく推進派の凝集性 を高

める とともに、革新 の進度 を調 整 して、その成功率 を高 める もの と考 え られ る。(2） 後継経営者 の

状況的学習は変革 プ ロセスの各段階で途切 れ ることな くつづ いていた。こ うした学習方法に よる能力

形成 は組織変革 を遅 らせ る可能性が あるが、変革 を着実 に進 ませ る要 因 ともな りうると考 え られ る。

(3)世 代間の関係性 について は、後継 経営者の リーダー シ ップは経営革新 の進展 と先代の在籍 の有

無 によって民主型 か ら強制 型に変化す る。 後継経営者 の リー ダー シ ップの発 露は先代 に依存 してい

る。後継経営者 は、入社 当初 か らリーダーシ ップを発揮す る ことはで きるわけではな く、これ につ い

ては後継 経営者 が入社 した時点で先代が在職 していた ことも大 きな制約 にな っていた。そのため、後

継経営者が最 初に発揮 す る り一 ダー シ ップは、従 業員 との協調 や協働 を重視す る民主型 リー ダー シ ッ

プであったが、先代の死去後 に強制型 リー ダー シップに変わっていった。それ はかつ て先代 が発揮 し

ていた ものであ り、組織が永 く共有 してきた旧いパ ラダイムを変更す るた めに必要 なものである と考

え られ る。(4)資 源 的な制約 にかん しては、変革 に必要 なスラ ックが乏 しい中小企業 の後継 経営者

は既存資源に よって具体的 な成功 を重ねてス ラック蓄積 してい くと ともに、外部情報や外部 資源 に依

存 して革新 を実現 していった。 この ことは、後継経営者 によ る事 業継承 と経 営革新において、 状況的

学習をつ うじての既存の知識の学 習 と外部での新 しい知識 の習得 の両方が重要 な意味 をもっている

ことを示 してい る と考 え られ る。(5)組 織 のマネ ジメン トにかん しては、後継 経営者 は組織内の コ

ンフ リク トを容易 に解消で きなかった。 コンフ リク トが抑 制で きない状態 は、後継経営者が変革者 と

しての リー ダー シ ップを発揮す るこ とを妨 げ、変革 プ ロセ スの進 展 を遅 らせ る大 きな要因 となるが、

後継経営者は革新 を速やか に断行す る必要が あった。 これ らにも とづ いて 、中小企業 の後継 経営者 に

よる事業継承 と経営革新の進行 には、先代の役割(の 変遷)、 後継経 営者 の状況的学習の進捗状況、

具体的な革新 の成功 、古参従業員 との コンフ リク トの解消 とい った要因 が大 き くかかわってい ると主

張 され る。

さらに本論文 の理論的含意/貢 献 として以下 の5点 が主張 され る。(1)組 織 の慣性 が強 く、経営

革新を必要 とす るよ うな企業で あって も、資源的 な制約が あった り、後継経 営者 が リーダー シ ップを

発 揮できない場合 には、 急進的 な変革 ではな く漸進 的な変革か らは じま りうる ことを示 した。(2)

これまで多面的 、統合 的に議論 され て来なかった中小企業の事業承継 を契機 と した経営革新 を、中小

企業の特有 の課題 と組織変革 とい う視 点か ら多層的 に分析 し、小規模組織 におけ る組織変革 メカニズ

ムの要因を示 した。(3)企 業革新 におけ る第4の モデル、 と りわ けそ こでの反 対者 の役割 を示 した。

(4)中 小企業 におけ る組織 変革においては、後継者お よび従業員 の実践的共同体をつ うじての状況

的学習が大きな意味 を もってお り、いわゆるLPP論 がそのプ ロセスの説明す るフ レーム ワークにな

ることを示 した。(5)組 織変化の渦 中にある人々のエモ ーシ ョンの を描 きだ し、その重要性 を指摘

した。 さらに実践的 な含意/貢 献 と して、(1)後 継者 に よる経営革新 にお ける先代の重要性 を指摘

した こと、(2)同 じく後継者 の状況的学習の重要性 を示 した ことが主張 され る。



「Vお わ りに」では、これ らの理論的、実践的な含意/貢 献をふまえて、今後の研究課題 として、

①先代の早期退出支援、②専門的知識を持つ同族外の後継経営者の採用、③後継経営者の学習期間を

短縮するための標準化や形式知化、③学習の複線化を可能にする後継経営者の企業内の布置の在 り

方、④後継経営者の経営革新組織の運営方法、④古参従業員の処遇、⑤後継経営者による分社や第2

創業への支援策についても議論や研究がなされるべきであるとされている。

本論文の評価

本論文 は以 下の点において高 く評価 できる。① 中小企業 の事業継承 とそれ を契機 とした事業革新 と

い う今 日的で重 要なテーマ をあつか った ものである。②イ ンタ ビュー ・デー タや 公表 資料 を もとに し

たオ リジナル のケースは、事業承継や経営革新 をテーマ とす る研 究者や 実務 家に とってYき わめて興

味深 く、資料的価 値が高い ものであ る。③ 上述のテーマ にたい して、ケース分析 とい う適切 な方法で

アプ ロー チ し、先代経営者 の影響や行動 、後継 経営者の学習や リー ダー シ ップのあ り方、資源 の蓄積

な どにかんす る一定の説得 力の ある理論的、実践 的な含意 を提示 してお り、仮説発見型 の研 究 として、

当該分野 の発展 に資す るもの となっ てい る。

以上の内容 を もつ神谷宜 泰氏の博士学位請求論文は1そ の 内容 に レフェ リー制 度のある学術誌 に掲

載 され た査読付 きの論考 をふ くむ もので あ り、同氏の経営理論 につ いての十分 な理解 、中小企業経嶺

にかんす る豊富 な知識 、デー タの収集お よび分析にかんす る高 い能力 を示 してい るだけではな く、当

該 分野の発展 に有益 な意義 を もつ独 自の新 しい知見 を含 んでお り、博 士(経 営学)の 学位 に相 当す る

ものである と評価 できる。
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神谷 宜泰氏の課程博士学位 請求論文 にかか る最終試験 は、平成31年1月31日(木)の10時 よ り

約70分 間 にわた り、本学滝子 キャンパ ス3号 館1階 の大学院第1教 室において、公開で実施 された。

冒頭 の約15分 で神 谷氏 よ り論文内容の説 明がな され たあ と、審査委員が講評 をお こない、それ に も

とづ いて同氏 と審査委員 との あいだで質疑応答がな され た。 その主た る内容は以下の とお りである。

審査委員一 同は、本論 文は以下の3点 において高 く評価 でき る とした。① さきの公開セ ミナーで問

題 点、課題 とされた点 におお むね適切 に対応 している。② 中小企 業の事業継承 とそれ を契機 とした事

業革新 とい う今 目的 で重要 なテーマにたい して、ケー ス分析 とい う適切 な方法 でアプローチ し、一定

の説得力が ある理論的、 実践 的な含意 を提示 してお り、仮説発 見型 の研 究 として、当該分野の発展 に

資す る もの となって いる。③ イ ンタビュー ・デー タや公表資料 をも とに した オ リジナルのケースは、

とくに事業承継 をテーマ とす る研 究者や 実務 家に とって、きわめて興味深 く、資料的価値が高い もの

である と考 え られ る。

一方 は
、審査委 員か らは以 下の よ うな質疑が提起 された。(1)タ イ トル にもある 「経営革新」と 「組

織 変革」の二つの概念 を同義で ある として いるが、 これ らについては使 い分 けが必要なのではないか。

(2)理 論的 フ レー ムワー クの5つ の構成要 素に重複 があるよ うに思 われ る。構成要素間の関連性 も

ふ くめて、 も う少 し整 理で きるのではないか。そ うす るこ とで、さ らに明確かつ独 自性 の高い理論的、

実践的含意 をえる ことがで きるので はないか。(3)本 論 文が念頭 においてい る 「中小企業」は、ケー

ス もふ くめ、はた して典型 的な中小 企業 とい えるか。む しろ、一定の強み と存続へ の強 い意志を もつ

後継者 が存在 してい る とい う意味 にお いて、 かな り恵 まれた中小企 業なのでは ないか。

神谷 氏か らは、(1)に つい ては説 明が、(2)に ついては関連す る複数 の分野 の先行研究か ら5つ

の要素 を引きだ した が、それぞれの関係 については再検討す る余地 があ るとの回答が、(3)に つい て

は指摘 の とお りである との回答がな された。 これ らを うけて、審査委員一 同は協議 の うえ、い くつ か

の形式 的な不備 の修正 とともに、(1)か ら(3)に かんす る修正お よび加筆 を同氏 に要求 した。 これ

にたい して、同氏 は2月8日(金)ま でに改定論 文を作成 し、審査委員 に提 出す ることを約束 した。

後 日、審査委員 は期 限内に改 定論文 を受 け とり、改訂お よび修正 を確 認 した。

以上をふ まえ、審査委員 一同は、神谷宜泰氏の課程博 士学位 請求論文 は、博 士(経 営学)の 学位 に

値 す る論 文であ り、同氏が研 究者 として 自立 して研究活 動 をお こな うのに必 要 とされ る高度 な知見 と

研 究能 力を有 しているもの と判 断 して、 最終試験 の結果 を合格 とした。

(平成31年1月31日 実施)

(名古屋市立大学大学院経済学研究科)
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